
- 1 -

○司法制度改革審議会意見（抜粋）

Ⅱ 国民の期待に応える司法制度

第１ 民事司法制度の改革

８．裁判外の紛争解決手段（ＡＤＲ）の拡充・活性化

(1) ＡＤＲの拡充・活性化の意義

○ 司法の中核たる裁判機能の充実に格別の努力を傾注すべきことに加えて、

ＡＤＲが、国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう、その拡充、

活性を図るべきである。

○ 多様なＡＤＲについて、それぞれの特長を活かしつつ、その育成・充実を

図っていくため、関係機関等の連携を強化し、共通的な制度基盤を整備すべ

きである。

社会で生起する紛争には、その大小、種類などにおいて様々なものがあるが、

事案の性格や当事者の事情に応じた多様な紛争解決方法を整備することは、司法

を国民に近いものとし、紛争の深刻化を防止する上で大きな意義を有する。裁判

外の紛争解決手段（ＡＤＲ）は、厳格な裁判手続と異なり、利用者の自主性を活

かした解決、プライバシーや営業秘密を保持した非公開での解決、簡易・迅速で

廉価な解決、多様な分野の専門家の知見を活かしたきめ細かな解決、法律上の権

利義務の存否にとどまらない実情に沿った解決を図ることなど、柔軟な対応も可

能である。

我が国におけるＡＤＲとしては、裁判所による調停手続、また裁判所外では、

行政機関、民間団体、弁護士会などの運営主体による仲裁、調停、あっせん、相

談など多様な形態が存在する。しかしながら、現状においては、一部の機関を除

いて、必ずしも十分に機能しているとは言えない。一方、経済活動のグローバル

化・情報化に伴い、国際商事紛争を迅速に解決する仕組みの整備について国際連

合等において検討が進められ、また、諸外国においては、競争的環境の下で民間

ビジネス型のＡＤＲが発展するなど新たな動向を示しており、我が国としても早

急な取組が求められている。
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こうした状況を踏まえ、国民がより利用しやすい司法を実現するためには、ま

ず司法の中核たる裁判機能について、これを拡充し、国民にとって一層利用しや

、 、すくしていくことに格別の努力を傾注すべきことは当然であるが これに加えて

ＡＤＲが、国民にとって裁判と並ぶ魅力的な選択肢となるよう、その拡充、活性

化を図っていくべきである。

各ＡＤＲがそれぞれの特長を活かしつつ充実・発展していくことを促進するた

め、関係機関等の連携を強化し、共通的な制度基盤の整備を推進すべきである。

(2) （略）

(3) ＡＤＲに関する共通的な制度基盤の整備

○ （略）

○ さらに、総合的なＡＤＲの制度基盤を整備する見地から、ＡＤＲの利用促

進、裁判手続との連携強化のための基本的な枠組みを規定する法律（いわゆ

る「ＡＤＲ本法」など）の制定をも視野に入れ、必要な方策を検討すべきで

ある。その際、例えば、時効中断（又は停止）効の付与、執行力の付与、法

律扶助の対象化等のための条件整備、ＡＤＲの全部又は一部について裁判手

続を利用したり、あるいはその逆の移行を円滑にするための手続整備等を具

体的に検討すべきである。

○ （略）


